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証券コード（2107) 
平成24年６月４日 

 
株 主 各 位 

 
東京都中央区日本橋小網町18番20号 
 

東洋精糖株式会社 
 

取締役社長 佐々木  剛 
 

第88回定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。 

さて、当社第88回定時株主総会を下記のとおり開催いたしま

すので、ご出席くださいますようご通知申しあげます。 

 なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使

することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書

類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛

否をご表示いただき、平成24年６月20日（水曜日）午後５時30

分までに到着するようにご返送くださいますようお願い申しあ

げます。 

敬 具 
 

記 
 
1. 日   時 平成24年６月21日（木曜日）午前10時 

2. 場   所 東京都中央区日本橋茅場町三丁目２番10号

 鉄鋼会館 (８階 801会議室) 

3. 目 的 事 項 

   報 告 事 項 1.第88期（平成23年４月１日から平成24

年３月31日まで）事業報告、連結計算

書類並びに会計監査人及び監査役会の

連結計算書類監査結果報告の件 

 2.第88期（平成23年４月１日から平成24

年３月31日まで）計算書類報告の件 

   決 議 事 項  

    第１号議案 定款一部変更の件 

       第２号議案 取締役７名選任の件 

第３号議案 監査役１名選任の件 
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4. その他株主総会招集に関する事項 

(1) 賛否の記載がない議決権行使書面の取扱い 

賛否の記載がない議決権行使書面が会社に提出された場

合、各議案について賛成の意思表示があったものとして取

扱わせていただきますのでご了承ください。 

(2) 代理人による議決権の行使 

代理人による議決権の行使につきましては、議決権を有

する他の株主様１名を代理人として、その議決権を行使で

きることとさせていただきます。ただし、代理権を証明す

る書面のご提出が必要となりますのでご了承ください。 

(3) 議決権の不統一行使の事前通知の方法 

議決権の不統一行使をされる株主様は、株主総会の日の

３日前までに、議決権の不統一行使を行う旨とその理由を

書面により当社にご通知ください。 

 以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
………………………………………………………………………… 
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を

会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。 
 また、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申しあ

げます。 
◎添付書類及び株主総会参考書類に修正をすべき事項が生じた

場合は、インターネットの当社ウェブサイトにおいて、修正
後の事項を掲載させていただきます。 
（http://www.toyosugar.co.jp/） 

◎震災等によりやむを得ず開催日時及び場所を変更しなければ
ならない場合には、インターネットの上記当社ウェブサイト
において掲載させていただいた上で、しかるべき措置を講じ
させていただきます。 
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添 付 書 類 

 

事 業 報 告 

(平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで)

 

1. 企業集団の現況に関する事項 

 (1) 事業の経過及びその成果 

わが国経済は、「東日本大震災」及び「原発事故」か

らの緩やかな回復の兆しが見えはじめたものの、欧州債

務問題や円高の進行、原油価格高騰などの影響から予断

を許さない状況で推移しました。 

このような状況下、当社グループは引き続き食の安

全・安心の確保、製造・販売コストの低減、適正価格で

の販売及び資産の効率的運用に努めてまいりました。 

その結果、全事業の連結売上高は15,555百万円(前期比

3.5%増)、連結営業利益1,201百万円(前期比10.8%減)、連

結経常利益1,247百万円(前期比9.4%減)、連結当期純利益

714百万円(前期比10.4%減)となりました。 

セグメントの業績は次のとおりです。 

＜砂糖事業＞ 

ニューヨーク粗糖先物相場の期近限月は、１ポンド当

たり27.11セントで始まり、タイなどにおける増産見通し

から５月初旬に期中最安値となる20.40セントをつけまし

た。その後、ブラジルの供給不安から上昇基調となり８

月下旬に期中最高値となる31.85セントをつけましたが、

インド・タイなどの輸出国の増産見通しにより24.71セン

トまで下落し当期を終了いたしました。 

一方、日本経済新聞掲載の東京上白糖現物相場は、１

キログラム当たり189円～190円で始まり、その後ニュー

ヨーク粗糖先物相場の動きを辿り、７月に185円～186円、

10月に190円～191円と推移し、１月には185円～186円と

なり保合いのまま当期を終了いたしました。 

このような状況の中、販売量は震災による消費マイン

ドの冷え込みと景気減速懸念等の影響があったものの、

液糖などが好調に推移したことから、前期に比べ若干上

回る結果となりました。また、適正価格での販売に注力

したことから、売上高は14,195百万円(前期比4.6%増)と

なりました。営業利益は原材料の調達コストや製造・販

売コストの管理の徹底に努めたものの、1,414百万円(前

期比4.1%減)となりました。 
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＜機能食品素材事業＞ 

販売量は新規素材である化粧品原料等の販売活動に注

力したものの、酵素処理ルチンをはじめとした主要製品

について高付加価値品へのシフトを進めるなか荷動きは

全般に低調に推移し前期を下回り、売上高は984百万円

（前期比9.3%減）となりました。営業利益は製造コスト

の低減などに努めたものの、165百万円（前期比30.1%

減）となりました。 

  ＜不動産賃貸事業＞ 

賃貸市場における賃貸マンション市況の低迷など厳し

い状況の中、賃貸資産の一元管理を行い資産の効率的な

運用に努め、売上高は375百万円（前期比0.5％増)、営業

利益は96百万円（前期比4.9％増）となりました。 

 

 (2) 設備投資の状況 

当期における当社グループ全体で実施した設備投資の

総額は48百万円で、その主なものは研究開発設備の取得

等24百万円であります。 

 

 (3) 対処すべき課題 

当社グループは、コア事業である砂糖事業の収益維持

を図りつつ、事業投資も視野に入れ、第二の柱とするべ

く機能食品素材事業を育成することを基本戦略としてお

ります。 

具体的には以下のとおり事業ごとの課題に取り組み、

生産の効率化と適正価格での販売、新規素材開発などに

注力し、収益力の強化と財務体質のさらなる改善を進め

てまいります。 

＜砂糖事業＞ 

海外粗糖相場が不安定な中、国内砂糖需要の伸び悩み

が続くなど事業環境は厳しい状況となる見通しでありま

す。このような事業環境において、引き続き製造・販売

コストの管理を徹底し、適正価格での販売と原材料の有

利調達などに努め、収益の確保に向け取り組んでまいり

ます。 

＜機能食品素材事業＞ 

当社グループの重点事業分野と位置づけ、外部研究機

関並びに他企業との連携を広げながら、既存素材の用途

開発による拡販及び新規素材である化粧品原料の販売、

さらなる新規機能素材の開発を進め、業容の拡大と収益

力の向上を目指してまいります。また、海外原料供給元



〆≠●0 
01_0520001102406.doc 
東洋精糖㈱様 招集 2012/5/10 5:22:00 PM印刷 3/15 
 

― 5 ― 

から輸入、加工、製品流通に至る全段階に渡って、一貫

した品質保証体制のもとで管理し、安全・安心な製品を

提供してまいります。 

＜不動産賃貸事業＞ 

引き続き、賃貸資産の一元管理のもと、資産の効率的

な運用に努めてまいります。 

 

当社は、厳しい事業環境の中、株主の皆様のご期待に

応えるべく全社一丸となり収益力の強化と財務状況の改

善に努め、安定配当の確保に取り組んでまいりました。 

当期につきましては、平成24年５月10日開催の取締役

会において、株主の皆様への利益還元に配慮し、１株に

つき２円の期末配当を実施することを決議させていただ

きました。 

 

株主の皆様には、これまでのご支援に重ねて御礼申し

あげますとともに、引き続きご理解とご協力を賜ります

よう心からお願い申しあげます。 
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 (4) 財産及び損益の状況の推移 
  ① 企業集団の財産及び損益の状況の推移 
 

期 別 
区 分 

第  85  期

平成21年３月期

 

第  86  期

平成22年３月期

 

第  87  期

平成23年３月期

 

第  88  期

平成24年３月期

(当連結会計年度)

売 上 高(百万円) 14,193 14,447 15,027 15,555

経 常 利 益 （ 百 万 円 ) 967 1,340 1,377 1,247

当期純利益 (百万円 ) 489 738 798 714

１株当たり当期純利益(円) 8.98 13.54 14.63 13.11

総 資 産(百万円) 12,661 13,367 13,000 13,005

純 資 産(百万円) 4,631 5,301 6,031 6,682

１株当たり純資産(円) 84.41 97.21 110.59 122.52

 
 (注) 当連結会計年度の状況につきましては､「(1) 事業の経過及びその

成果」に記載のとおりであります。 

 

  ② 当社の財産及び損益の状況の推移 
 

期 別 
区 分 

第  85  期

平成21年３月期

 

第  86  期

平成22年３月期

 

第  87  期

平成23年３月期

 

第  88  期

平成24年３月期

(当事業年度)

売 上 高(百万円) 10,694 11,169 11,774 12,197

経 常 利 益 （ 百 万 円 ) 909 1,286 1,322 1,177

当期純利益 (百万円 ) 459 706 764 675

１株当たり当期純利益(円) 8.42 12.95 14.02 12.39

総 資 産(百万円) 11,391 12,100 11,648 11,596

純 資 産(百万円) 4,453 5,109 5,819 6,431

１株当たり純資産(円) 81.66 93.68 106.71 117.94

 
 (注) 当事業年度の状況につきましては、売上高12,197百万円（前事業年

度比3.6％増)、営業利益1,135百万円（前事業年度比12.7％減)、経
常利益1,177百万円（前事業年度比11.0％減)、当期純利益675百万
円（前事業年度比11.7％減）となりました。 
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 (5) 重要な親会社及び子会社の状況 
  ① 重要な親会社の状況 

該当事項はございません。 
  ② 重要な子会社の状況 
 

会   社   名 資本金 当 社 の
出資比率 主要な事業内容 

ト ー ハ ン 株 式 会 社
百万円

100 100
％

食品の卸売業 

ヨートーハウジング株式会社
百万円

400 100

％
マンション・ビルの転
貸、賃貸及び仲介 

 
  ③ 企業結合の経過 
    該当事項はございません。 
  ④ 企業結合の成果 
    連結子会社は「②重要な子会社の状況」に記載してい

る２社であります。当連結会計年度の企業結合の成果に
つきましては､「(1) 事業の経過及びその成果」に記載
のとおりであります。 

 
 (6) 主要な事業内容（平成24年３月31日現在） 
   当社グループの主要な事業は、砂糖事業、機能食品素材

事業及び不動産賃貸事業であります。 
 

区    分 事 業 内 容 

砂 糖 事 業 精製糖の製造・販売 

機 能 食 品 素 材 事 業
ステビア甘味料、酵素処理ルチン、酵素
処理ヘスペリジン、ゆずポリフェノール
及びグリセリルグルコシド等の製造・販売 

不 動 産 賃 貸 事 業 マンション・ビルの転貸、賃貸及び仲介

 
 (7) 主要な営業所及び工場（平成24年３月31日現在） 
  ① 当社の主要な営業所及び工場 
 
営 業 所 本 社 東京都中央区日本橋小網町18番20号 

工 場 千 葉 工 場 千葉県市原市岩崎西１丁目６番41号 

 
  ② 子会社の主要な営業所 
 

ト ー ハ ン 株 式 会 社
東京都中央区日本橋蛎殻町１丁目30番11号

ヨートービル

ヨートーハウジング株式会社
東京都中央区日本橋蛎殻町１丁目30番11号

ヨートービル

 
  ③ 関連会社の主要な営業所及び工場 
 

太 平 洋 製 糖 株 式 会 社 神奈川県横浜市鶴見区大黒町13番46号 
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 (8) 使用人の状況（平成24年３月31日現在） 
 
  ① 企業集団の使用人の状況 
 

事 業 の 名 称 使用人数（名） 前期末比増減（名）

砂 糖 事 業 19 △4 

機 能 食 品 素 材 事 業 28(9) 2(△2) 

不 動 産 賃 貸 事 業 3 △1 

全 社 （ 共 通 ） 23 6 

合      計 73(9) 3(△2) 

 
 (注) 1. 使用人数は就業人員であります。 

2. 使用人数欄の（外書）は、臨時使用人の年間平均雇用人員であ
ります。 

 
  ② 当社の使用人の状況 
 

使 用 人 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

名 名 歳 年

58(9) 5(△2)  43.6  18.4 
 
 (注) 1. 使用人数に使用人兼務取締役２名及び出向者15名を含んでおり

ません。 
2. 使用人数欄の（外書）は、臨時使用人の年間平均雇用人員であ

ります。 
  

 (9) 主要な借入先の状況（平成24年３月31日現在） 
 

借 入 先 借 入 額 

 百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 690 

農 林 中 央 金 庫 690 

中 央 三 井 信 託 銀 行 株 式 会 社 650 

株 式 会 社 八 十 二 銀 行 550 

株 式 会 社 千 葉 銀 行 390 

 
 (注) 1. 借入額は長期借入金及び短期借入金の合計金額であります。 

2. 中央三井信託銀行株式会社は平成24年４月１日に中央三井アセ
ット信託銀行株式会社、住友信託銀行株式会社と合併し、｢三井
住友信託銀行株式会社」となりました。 

     

 (10) その他企業集団の現況に関する重要な事項 
 該当事項はございません。 
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2. 会社の株式に関する事項（平成24年３月31日現在） 

 (1) 発行可能株式総数 180,000,000株
 (2) 発行済株式の総数 
   (自己株式23,359株を含む｡） 

54,560,000株

 (3) 株  主  数 6,746名
 (4) 大  株  主 
 

株 主 名 
当社への出資状況 

持  株  数 持株比率

 千株 ％

丸 紅 株 式 会 社 21,408 39.25

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 2,575 4.72

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 1,286 2.35

株 式 会 社 損 害 保 険 ジ ャ パ ン 1,253 2.29

山 三 株 式 会 社 1,122 2.05

資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社
 

429 0.78

野 村 信 託 銀 行 株 式 会 社 386 0.70

洋 糖 持 株 会 307 0.56

松 井 証 券 株 式 会 社 269 0.49

塩 水 港 精 糖 株 式 会 社 246 0.45

 
(注) 1. 持株比率は自己株式（23,359株）を控除して計算しております。 
   2. 上記株数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります｡ 

      日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社    2,575千株 
日本マスタートラスト信託銀行株式会社      1,286千株 

      資産管理サービス信託銀行株式会社          429千株 
      野村信託銀行株式会社                386千株 
 

 (5) その他株式に関する重要な事項 
 該当事項はございません。 
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3. 会社役員に関する事項 

 (1) 会社役員の状況 
  ① 取締役及び監査役の状況（平成24年３月31日現在） 

氏   名 地 位 及 び 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

佐々木   剛 取 締 役 社 長 太平洋製糖株式会社取締役 

下井田   隆 
 
 

 
 

専 務 取 締 役
(営 業 本 部 長)

 
 
 

トーハン株式会社取締役 
ヨートーハウジング株式会社 
取締役 
太平洋製糖株式会社取締役 
関東砂糖株式会社取締役 

青 山 正 明 
 
 

常 務 取 締 役
(管 理 本 部 長

経営企画室長兼総務部長)

ヨートーハウジング株式会社 
代表取締役 
トーハン株式会社取締役 
太平洋製糖株式会社監査役 

依 田 康 夫 
 
 

取 締 役
(営 業 副 本 部 長

営 業 部 長)

トーハン株式会社代表取締役 
 
 

飯 田 純 久 
 
 

取 締 役
(生 産 開 発 本 部 長

研究開発部長兼品質保証管理室長)

該当する事項はございません 
 
 

秋 山 利 裕 
 

取 締 役
 

山三株式会社代表取締役 
山三交通株式会社代表取締役 

平 澤 壽 人 
 

取 締 役
 

丸紅株式会社食品部門長補佐兼
海外食品部長 

金 子 武 美 常 勤 監 査 役 該当する事項はございません 

勝 山 信 一 監 査 役 丸紅株式会社営業経理第一部長

芝 尾   晃 
 

監 査 役
 

丸紅株式会社食品流通・原料部
長 

戸井川 岩 夫 監 査 役
弁護士(日比谷Ｔ＆Ｙ法律事務
所) 

 
 (注) 1.  当事業年度中の取締役及び監査役の異動は次のとおりでありま

す。 
(1)平成23年６月21日開催の第87回定時株主総会終結の時をもっ

て、取締役山口佳久、湯本隆、門脇孝及び水本圭昭の４氏は
任期満了により退任いたしました。 

       (2)平成23年６月21日開催の第87回定時株主総会終結の時をもっ
て、監査役椿本春夫及び平澤壽人の両氏は辞任により退任い
たしました。 

(3)平成23年６月21日開催の第87回定時株主総会において、取締
役飯田純久及び平澤壽人の両氏、監査役芝尾晃及び戸井川岩
夫の両氏が新たに選任され就任いたしました。 

2. 取締役秋山利裕及び平澤壽人の両氏は社外取締役であります。 
3. 監査役金子武美、勝山信一、芝尾晃及び戸井川岩夫の４氏は社

外監査役であります。 
4. 取締役秋山利裕及び監査役戸井川岩夫の両氏につきましては、

東京証券取引所に対し、同取引所の定める独立役員として届け
出ております。 

    5. 監査役金子武美氏は、当社の特定関係事業者である丸紅株式会
社において財務経理業務に従事し財務部門の要職を務められた
経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するも
のであります。 

    6. 監査役勝山信一氏は、長年にわたり経理業務の経験を重ねてお
り、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであり
ます。 
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② 取締役及び監査役に対する報酬等の額 
 

区  分 人 数 報酬等の額 摘   要 

取 締 役  11名  76百万円 うち社外取締役  ３名 ４百万円

監 査 役  ６名  22百万円

うち社外監査役  ５名 19百万円
 
 常勤社外監査役 １名 13百万円

 社外監査役   ４名 ６百万円

 
(注) 1. 上記には、平成23年６月21日開催の第87回定時株主総会終結の

時をもって退任いたしました取締役４名（うち社外取締役１
名）及び監査役２名（うち社外監査役１名）を含めております。 

2. 上記のほか、使用人兼務取締役４名に対し使用人給与18百万円
を支給しております。 

3. 上記のほか、当事業年度に役員退職慰労引当金繰入額15百万円
（取締役11名13百万円（うち社外取締役３名―百万円)及び監査
役６名２百万円（うち社外監査役５名１百万円)）を計上してお
ります。 

4. 上記のほか、平成23年６月21日開催の第87回定時株主総会決議
に基づき当事業年度において支給した役員退職慰労金の額は次
のとおりであります。 

取締役３名 34百万円（うち社外取締役―名 ―百万円） 
監査役１名  ３百万円（うち社外監査役―名 ―百万円） 

5. 株主総会の決議による取締役の報酬に賞与を加えた報酬等限度
額は年額144百万円であります。 
(平成18年６月23日開催の第82回定時株主総会決議） 

6. 株主総会の決議による監査役の報酬に賞与を加えた報酬等限度
額は年額36百万円であります。 
(平成18年６月23日開催の第82回定時株主総会決議） 
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(2) 社外役員に関する事項 
  ① 他の法人等との兼職状況及び当社と当該他の法人等と

の関係 
 
地  位 氏   名 重要な兼職状況 当社との関係 

社外取締役 秋 山 利 裕
山三株式会社 代表取締役

山三交通株式会社 代表取締役

山三株式会社は当社
の大株主であります
が、当社との間に取
引関係はありませ
ん。 
山三交通株式会社は
当社の大株主である
山三株式会社の子会
社でありますが、当
社との間に取引関係
はありません。 

社外取締役 平 澤 壽 人
丸紅株式会社 食品部門長補佐

兼 海 外 食 品 部 長

丸紅株式会社は当社
の大株主であり、当
社は同社へ精製糖を
販売し、また同社か
ら原料糖の購入を行
っております。 

社外監査役 勝 山 信 一 丸紅株式会社 営業経理第一部長

丸紅株式会社は当社
の大株主であり、当
社は同社へ精製糖を
販売し、また同社か
ら原料糖の購入を行
っております。 

社外監査役 芝 尾   晃 丸紅株式会社 食品流通・原料部長

丸紅株式会社は当社
の大株主であり、当
社は同社へ精製糖を
販売し、また同社か
ら原料糖の購入を行
っております。 

社外監査役 戸井川 岩 夫 弁 護 士
当社との間には特別
の関係はありませ
ん。 

 
  ② 他の法人等の社外役員の兼職状況及び当社と当該他の

法人等との関係 
該当事項はございません。 
 

③ 会社または会社の特定関係事業者の業務執行者との親
族関係 
該当事項はございません。 

 
  ④ 当事業年度における主な活動状況 
 
地  位 氏   名 主な活動状況 

社外取締役 秋 山 利 裕
取締役会へは８回開催中５回出席し、経験
豊富な経営者の観点から、議案・審議等に
つき適宜質問、助言を行っております。 

社外取締役 平 澤 壽 人

第87回定時株主総会後、取締役会へは７
回開催中６回出席し、業務執行を行う経営
陣から独立した客観的視点で、議案・審議
等につき適宜質問、助言を行っておりま
す。 
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地  位 氏   名 主な活動状況 

社外監査役 金 子 武 美

常勤監査役として職務を遂行しておりま
す。取締役会へは８回開催中８回出席し、
議案・審議等に必要な発言を適宜行ってお
ります。監査役会へは12回開催中12回出席
し、議案・審議等に必要な発言を適宜行っ
ております。 

社外監査役 勝 山 信 一

取締役会へは８回開催中８回出席し、議
案・審議等に必要な発言を適宜行っており
ます。監査役会へは12回開催中12回出席
し、議案・審議等に必要な発言を適宜行っ
ております。 

社外監査役 芝 尾   晃

第87回定時株主総会後、取締役会へは７回
開催中７回出席し、議案・審議等に必要な
発言を適宜行っております。監査役会へは
９回開催中９回出席し、議案・審議等に必
要な発言を適宜行っております。 

社外監査役 戸井川 岩 夫

第87回定時株主総会後、取締役会へは７回
開催中７回出席し、議案・審議等に必要な
発言を適宜行っております。監査役会へは
９回開催中９回出席し、議案・審議等に必
要な発言を適宜行っております。 

  
  ⑤ 責任限定契約の内容の概要 

当社は、社外取締役及び社外監査役全員との間で損害
賠償責任を法令の範囲内で限定する契約を締結しており、
当該契約に基づく賠償の限度額は、会社法第425条第１
項に定める最低責任限度額であります。 

 

4. 会計監査人に関する事項 
 (1) 会計監査人の名称 

有限責任 あずさ監査法人 
 
 (2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 
 
① 公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 26百万円

② 上記以外の業務に係る報酬等の額 ―百万円

③ 当社及び当社の子会社が支払うべき金銭その他の財産
上の利益の合計額 

26百万円

 
(注) 当社と会計監査人との間の監査契約におきましては、会社法に基づ

く監査と金融商品取引法に基づく監査の額を区分しておりませんの
で、上記の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等を含めて
おります。 

 
 (3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

 当社は、会社法第340条に定める監査役会による会計監
査人の解任のほか、原則として、会計監査人が職務を適切
に遂行することが困難と認められる場合には、監査役会の
同意または請求により、会計監査人の解任または不再任に
関する議案を株主総会に提案いたします。 

 
 (4) 責任限定契約の内容の概要 

 該当事項はございません。 
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5. 会社の体制及び方針 
 (1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確

保するための体制その他業務の適正を確保するための体制 
当社は、平成18年５月12日開催の取締役会において、内

部統制に関わる基本方針を決議し、基本方針に基づく内部
統制の整備を行っております。なお、本決議は平成20年３
月18日、平成21年５月12日並びに平成23年５月12日の取締
役会決議により同方針の一部内容を改定しております。 

最新の決議の内容は次のとおりです。 
 
 

内部統制に関わる基本方針 
 

当社は、内部統制に関して定めた「内部統制基本要
綱」に則り、法令の遵守を徹底し社会的責任を果たし
つつ、内部統制システムの構築と適切な運用をコーポ
レートガバナンスの根幹と成し、社会的信頼の確保と
有効な企業活動の維持に努め、事業目的の達成を目指
す。企業価値の増大を図るとともに、持続的な成長基
盤を構築するため、会社法及び会社法施行規則並びに
金融商品取引法に基づき、以下のとおり、業務の適正
と効率を確保するための体制に関する基本方針（以
下、内部統制の基本方針という）を整備する。 

なお、当社は社会の変化に対応し、内部統制の基本
方針を常に見直すことにより、より適正かつ効率的な
体制を実現するものとする。 

 
１ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に

適合することを確保するための体制 
(1)全取締役及び社員の職務執行が法令及び定款に

適合することを確保するため定めた「コンプラ
イアンスマニュアル(行動基準及び行動指針)」
を整備し、法令遵守を企業活動の要諦とするこ
とを浸透させるものとする。 

(2)当社グループの取締役の中立・透明・公平な業
務執行等を確保するため、｢役員行動規範」を定
め遵守し、企業の信頼の確保、維持、高揚を図
るものとする。 

(3)コンプライアンスに適った企業活動を実践する
ため､「コンプライアンス委員会」をはじめとし
た各種委員会を設置し、諸施策を講じるととも
に、取締役並びに社員相互の意思疎通を充分に
図り、信頼関係を築き健全な企業文化を醸成す
るものとする。 

(4)法令違反その他コンプライアンスに関する重大
な事実を発見した場合の報告体制として､「コン
プライアンス委員会」のほか、顧問弁護士、第
三者機関等を直接の情報受領者とする内部通報
制度を整備し、その運用を行うものとする。 

(5)コンプライアンスの状況及び「コンプライアン
ス委員会」の活動状況については､「内部統制委
員会」が内部監査を実施し、その結果を取締役
社長に報告するものとする。 
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  ２ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に

関する体制 
取締役の意思決定及び報告など職務執行に係る

情報は､「文書取扱管理規程」及び「ＩＴ関連の管
理規程」に基づき文書又は電磁的媒体に記録し、
適切に保存及び管理（廃棄を含む）するものと
し、必要に応じて閲覧可能な状態を維持するもの
とする。 

 
３ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

(1)当社のリスク管理は「リスク管理規程」及び
「財務報告に係る内部統制実施要領」に基づき
執り行うものとする。 

(2)｢内部統制基本要綱」により設置した「内部統制
委員会」は同委員会の規程の定めに従い、リス
ク管理が適正に行われているか内部監査を実施
し、その結果について取締役社長に報告するも
のとする。 

(3)自然災害など重大事態が発生した場合は、対策
本部を設置し適切な処置を講じるものとする。 

 
４ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確

保するための体制 
(1)当社は、取締役による年次計画をもとに中期経

営計画を定め、全取締役・社員が共有する目標
を明確にし、その浸透を図る。目標達成に向け
て取締役・社員各自が実施すべき具体的な目標
を定める。取締役は、その年次計画の進捗状況
を定期的に取締役会に報告するものとする。 

(2)迅速な職務執行のため､｢常勤役員会｣､「取締役
連絡会」を適宜に開催し、必要な情報が適切に
伝達されることに努めるとともに、取締役の職
務が効率的に行えるよう「組織・職務・職務権
限・決裁規程」など社内規程を整備・明確化す
るものとする。 

 
５ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の

適正を確保するための体制 
(1)当社及び子会社はグループ全体の内部統制を充

実させるとともに、コンプライアンスに関する 
｢コンプライアンスマニュアル(行動基準及び行
動指針)」を定め、グループ全体の法令遵守を確
保するために必要な体制を整備するものとす
る。 

(2)子会社の業務管理は「関係会社管理規程」の定
めに従い、担当取締役が管理担当取締役の協力
を得て、子会社の業務状況に応じて必要な管理
を行うものとする。 

(3)当社の「内部統制委員会」は子会社の内部監査
を実施し、その結果を取締役社長に報告するも
のとする。 
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６ 財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制 
当社及び子会社は金融商品取引法の定めに従

い、「内部統制基本要綱」に則り健全な内部統制
環境の保持に努め、全社レベル並びに業務プロセ
スレベルの統制活動を強化し、有効かつ正当な評
価ができるよう内部統制システムを構築し、適切
な運用に努めることにより、財務報告の信頼性と
適正性を確保するものとする。 

 

７ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びそ
の体制 

(1)当社及び子会社は反社会的勢力や団体とのあら
ゆる関係を遮断するため、社会的な秩序を維
持、尊重し、必要な場合には法的な処置を前提
として、毅然とした態度で臨むものとする。 

(2)反社会的勢力や団体を排除するため、法と倫理
に基づき行動することを｢コンプライアンスマニ
ュアル(行動基準及び行動指針)｣に定め、全役員
及び社員に周知徹底を図るとともに、具体的事
案の発生時には、警察等関連機関や顧問弁護士
などと緊密に連携し、速やかに対処できる体制
を確保するものとする。 

 
８ 監査役会の職務を補助すべき使用人を置くことに

関する事項 
監査役会から要請があった場合には、監査役の

職務を補助すべき使用人として、当社の使用人か
ら監査役補助者を任命することについて協力する
ものとし、監査役補助者の任命にあたっては、所
要の事項を予め協議・相談の上、取り決めるもの
とする。 

 
９ 前項補助者の取締役からの独立性に関する事項 

任命された監査役補助者は監査役の補助者とし
て職務を遂行し、その補助者の人事異動及び人事
評価等については、監査役会の意見・意向を事前
に聴取の上、執り運ぶものとする。 

 
１０ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための 
   体制その他の監査役への報告に関する体制 

(1)監査役は取締役会に出席し、取締役から業務執
行の状況その他重要な事項の報告を受けるほ
か、その他重要な会議に出席するものとする。 

(2)取締役社長は、社長・監査役ミーティングを適
宜に開催し、業務の執行状況について監査役に
報告するものとし、その他取締役及び業務担当
役員についても監査役に対し業務執行状況の報
告を行うものとする。 

(3)前号に関わらず監査役はいつでも必要に応じ
て、取締役及び業務担当役員等に対してこれら
の報告を求めることができるものとする。 
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１１ その他監査役の監査が実効的に行われることを確
保するための体制 
監査役は、会計監査人及び子会社の監査役、ま

た ｢内部統制委員会｣､「コンプライアンス委員
会」等と適宜に意見交換を行うことができるもの
とする。 

 
 

(2) 剰余金の配当等の決定に関する方針 
当社は、当社の収益力、財務内容及び経営環境などをふ

まえ、株主の皆様への利益還元及び内部留保を考慮し決定
することを基本方針としております。 

 
 (3) 株式会社の支配に関する基本方針 

当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する
者の在り方に関する基本方針については特に定めておりま
せん。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

………………………………………………………………………………………… 
 (注) 本事業報告中の記載金額（１株当たり当期純利益及び１株当たり純

資産を除く｡)、株数及び数量は表示単位未満の端数を切り捨ててお
ります。 
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連結貸借対照表 
 (平成24年３月31日現在) (単位：百万円)

 
科   目 金   額 科   目 金   額 

資  産  の  部 負  債  の  部 

流 動 資 産 4,677 流 動 負 債 4,166

現 金 及 び 預 金 362 支払手形及び買掛金 835

受取手形及び売掛金 1,477 短 期 借 入 金 2,490

商 品 及 び 製 品 842 リ ー ス 債 務 7

仕 掛 品 132 未 払 法 人 税 等 257

原材料及び貯蔵品 921 賞 与 引 当 金 67

繰 延 税 金 資 産 65 未 払 金 21

短 期 貸 付 金 868 設備関係未払金 9

そ の 他 41 そ の 他 477

貸 倒 引 当 金 △35  

固 定 資 産 8,327 固 定 負 債 2,156

有 形 固 定 資 産 5,683 長 期 借 入 金 1,690

建物及び構築物 2,587 リ ー ス 債 務 3

機械装置及び運搬具 116 退職給付引当金 334

土 地 2,867 役員退職慰労引当金 64

リ ー ス 資 産 1 資 産 除 去 債 務 15

そ の 他 109 そ の 他 47

無 形 固 定 資 産 15 負 債 合 計 6,323

リ ー ス 資 産 6 純 資 産 の 部 

そ の 他 8 株 主 資 本 6,687

投資その他の資産 2,629 資 本 金 2,904

投 資 有 価 証 券 493 利 益 剰 余 金 3,786

長 期 貸 付 金 1,949 自 己 株 式 △3

繰 延 税 金 資 産 157 その他の包括利益累計額 △5

そ の 他 35 その他有価証券評価差額金 △4

貸 倒 引 当 金 △5 繰延ヘッジ損益 △0

 純 資 産 合 計 6,682

資 産 合 計 13,005 負債純資産合計 13,005

 
 (注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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連結損益計算書 

(平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで) (単位：百万円)

 
科      目 金      額 

売 上 高  15,555 

売 上 原 価  12,210 

売 上 総 利 益  3,345 

販売費及び一般管理費  2,143 

営 業 利 益  1,201 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 47  

受 取 配 当 金 9  

持分法による投資利益 3  

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 8  

そ の 他 11 79 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 33  

そ の 他 1 34 

経 常 利 益  1,247 

特 別 損 失   

ゴルフ会員権評価損  10 

税金等調整前当期純利益  1,236 

法人税、住民税及び事業税 489  

法 人 税 等 調 整 額 32 521 

少数株主損益調整前当期純利益  714 

当 期 純 利 益  714 
 
 (注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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連結株主資本等変動計算書 

(平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで) (単位：百万円)

 
項     目 残高及び変動事由 金   額

株主資本  

資本金 当期首残高 2,904

 当期末残高 2,904

利益剰余金 当期首残高 3,125

 当期変動額 剰余金の配当 △54

  当期純利益 714

 当期末残高 3,786

自己株式 当期首残高 △2

 当期変動額 自己株式の取得 △0

 当期末残高 △3

株主資本合計 当期首残高 6,027

 当期変動額 660

 当期末残高 6,687

その他の包括利益累計額  

その他有価証券評価差額金 当期首残高 △4

 当期変動額 （純額） △0

 当期末残高 △4

繰延ヘッジ損益 当期首残高 8

 当期変動額 （純額） △8

 当期末残高 △0

その他の包括利益累計額合計 当期首残高 4

 当期変動額 （純額） △9

 当期末残高 △5

純資産合計 当期首残高 6,031

 当期変動額  650

 当期末残高 6,682

 
 (注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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連結注記表 
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

1. 連結の範囲に関する事項 

   連結子会社の数 ２社 

   子会社は全て連結しております。 

   連結子会社の名称  トーハン㈱ 

             ヨートーハウジング㈱ 

2. 持分法の適用に関する事項 

   持分法適用の関連会社数 １社 

   関連会社は全て持分法の適用範囲に含めております。 

   持分法適用の関連会社の名称 太平洋製糖㈱ 

3. 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券 

a 満期保有目的の債券 償却原価法（定額法） 

b その他有価証券  

  時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資産直入法により

処理し、売却原価は、総平均法により算

定) 

  時価のないもの 総平均法による原価法 

  ② たな卸資産 

 商品・製品・原材料・仕掛品 総平均法による原価法 

(貸借対照表価額は収益性の低下による

簿価切下げの方法により算定) 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産（リース資産を除く） 

 建物及び構築物・機械装置・・・・・定額法 

 運搬具・その他・・・・・・・・・・定率法 

     なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

   建物及び構築物 ７～50年 

   機械装置及び運搬具 ４～10年 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

     定額法を採用しております。 

  なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

間 (５年）に基づく定額法を採用しております。 

 ③ リース資産 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開

始日が平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

 売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
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  ② 賞与引当金 

 従業員に支給する賞与の支出に充当するため、支給見込額に基づき当

連結会計年度に負担すべき額を計上しております。 

  ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

 会計基準変更時差異（530百万円）については、15年による均等額を費

用処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法により翌連結会計年度から費用処理す

ることとしております。 

  ④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく

期末要支給額を計上しております。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しております。 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当

処理の要件を満たしている場合には振当処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以

下のとおりであります。 

    ・ヘッジ手段 為替予約 

    ・ヘッジ対象 買掛金 

③ ヘッジ方針 

 為替予約取引は、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクをヘッジす

ることを目的としております。なお、投機目的の取引は行わない方針で

あります。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約は、為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、米貨建

による同一金額で同一期日の為替予約をそれぞれ振当てているため、そ

の後の為替相場の変動による相関関係は完全に確保されているので有効

性の評価を省略しております。 

 (6) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

   消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。 

 

追加情報 

 当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、

｢会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号 平成21

年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 
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連結貸借対照表に関する注記 

1. 担保資産及び担保付債務 

 イ 担保に供している資産 

  建物及び構築物 152百万円

  土 地 905百万円

  投資有価証券 10百万円

     計 1,069百万円

 ロ 担保設定の原因となる債務等 

(1) 短期借入金 200百万円

(2) 宅地建物取引業法に基づく営業保証金 10百万円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 2,187百万円

3. 保証債務 

 債務保証 

  下記の会社等の銀行借入等について債務保証を行っております。 

(一般）不動産分譲提携ローン 1百万円

(関係会社）借入保証 

太平洋製糖㈱ 685百万円

4. 期末日満期手形 

連結会計年度末日の満期手形の会計処理については、手形交換日をもって

決済処理しております。 

なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休日であったため、次の満期手

形が当連結会計年度末日の残高に含まれております。 

  受取手形 25百万円

 

連結株主資本等変動計算書に関する注記 

1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 

株式の種類 
当連結会計年度期首

(株) 
増  加

(株) 
減  少

(株) 
当連結会計年度末

(株) 

発行済株式 

 普通株式 54,560,000 ― ― 54,560,000

 合計 54,560,000 ― ― 54,560,000

自己株式 

 普通株式 22,501 858 ― 23,359

合計 22,501 858 ― 23,359

(注)  普通株式の自己株式の株式数の増加858株は、単元未満株式の買取によ 

るものであります。 

2. 配当金に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(決議) 株式の種類

配当金

の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成23年５月12日 

取締役会 
普通株式 54 1.00 

平成23年

３月31日

平成23年

６月６日

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結 

   会計年度となるもの 

(決議) 株式の種類

配当金

の総額

(百万円)

配当の

原資

１株

当たり

配当額

(円)

基準日
効力発生

日 

平成24年５月10日 

取締役会 
普通株式 109

利益

剰余金
2.00

平成24年

３月31日

平成24年

６月５日
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金融商品に関する注記 

 1. 金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、

資金調達については主として、銀行借入によることを取組方針としており

ます。 

受取手形及び売掛金、短期貸付金、長期貸付金に係る取引先における信

用リスクは、当社及び連結子会社の与信管理規程等に従い、取引先ごとの

期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を毎期把握

する体制を整備し管理しております。 

投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であ

り、定期的に時価の把握を行っております。 

デリバティブは、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクに対する

ヘッジ取引を目的とした先物為替予約取引であり、実需の範囲内で行うこ

ととしております。 

 2. 金融商品の時価等に関する事項 

        平成24年３月31日(当期の連結決算日)における連結貸借対照表計上額、

時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません

((注2)参照)。 

                              (単位:百万円) 

連 結 貸 借

対 照 表

計 上 額

時 価 

 

差 額 

 

(1)現金及び預金 362 362 ―

(2)受取手形及び売掛金 1,477

貸倒引当金（※１） △32

差   引 1,445 1,445 ―

(3)投資有価証券 

①満期保有目的の債券 10 9 △0

②その他有価証券 120 120 ―

(4)短期貸付金 868

貸倒引当金（※１） △2

差   引 865 865 ―

(5)長期貸付金 1,949

貸倒引当金（※１） △5

差   引 1,943 1,955 12

資 産 計 4,748 4,760 12

(1)支払手形及び買掛金 835 835 ―

(2)短期借入金 2,490 2,490 ―

(3)長期借入金 1,690 1,694 4

負 債 計 5,015 5,020 4

デリバティブ取引（※２） 
  ヘッジ会計が適用されているもの (0) (0) ―

デリバティブ取引計 (0) (0) ―

(※１) 受取手形及び売掛金、短期貸付金、長期貸付金に対して計上している貸
倒引当金を控除しております。 

(※２) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示してお
り、合計で正味の債務となる項目については( )で表示しております。 
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(注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関す

る事項 

資 産 

 (1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、並びに(4)短期貸付金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと

から、当該帳簿価額によっております。 

(3)投資有価証券 

      これらの時価について、株式は取引所の市場価格によっており、債券

は取引金融機関から提示された価格によっております。 

   (5)長期貸付金 

当社では、長期貸付金の時価の算定は、元利金の合計額を、新規に同

様の貸付を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算

定しております。 

 負 債 

   (1)支払手形及び買掛金、並びに(2)短期借入金 

          これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと

から、当該帳簿価額によっております。 

   (3)長期借入金 

当社では、長期借入金の時価の算定は、元利金の合計額を、新規に同

様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算

定しております。 

デリバティブ取引 

 これらの時価については、取引先金融機関から提示された価格等に基づ

き算定しております。 

(注2) 非上場株式(連結貸借対照表計上額362百万円)は、市場価格がなく、かつ、

将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握すること

が極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券」には含めておりま

せん。 

 

賃貸等不動産に関する注記 

1. 賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用のマン

ション等(土地を含む)を有しております。平成24年３月期における当該賃貸

等不動産に関する賃貸損益(賃貸収益は売上高に、賃貸費用は営業費用に計

上)は155百万円であります。 

2. 賃貸等不動産の時価に関する事項 

当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、連結決算日における時価及び

当該時価の算定方法は以下のとおりであります。 

(単位:百万円) 

連結貸借対照表計上額 時   価 

4,213 3,209

(注) 1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失

累計額を控除した金額であります。 

2. 当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づ

く鑑定評価額(一部指標等を用いて補正したものを含む)であります。 
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１株当たり情報に関する注記 

 １株当たり純資産額 122.52円

 １株当たり当期純利益 13.11円

(注) 1. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

2. 算定上の基礎 

（1）１株当たり純資産額 

純資産の部の合計額 6,682百万円

普通株式に係る純資産額 6,682百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数 

 54,536,641株

（2）１株当たり当期純利益 

当期純利益 714百万円

普通株主に帰属しない金額 該当事項はありません

普通株式に係る当期純利益 714百万円

普通株式の期中平均株式数 54,537,153株
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連結計算書類に係る会計監査人監査報告書 謄本 
 

 
独立監査人の監査報告書 

 
平成24年５月７日 

 
 東洋精糖株式会社 
  取締役会 御中 
 

 
 
有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 三 浦 洋 輔 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 高 津 知 之 ㊞

 
 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、東洋精糖株式会社
の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の連結計算書
類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算
書及び連結注記表について監査を行った。 
 
連結計算書類に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに
は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場
から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が
国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき
監査を実施することを求めている。 
 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又
は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた
めのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応
じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針
及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と
しての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した
と判断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、東洋精糖株式会社及び連結子会社か
らなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべ
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。 

以 上
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貸 借 対 照 表 

 (平成24年３月31日現在) (単位：百万円)
 

科   目 金    額 科   目 金    額

資  産  の  部 負  債  の  部 

流 動 資 産 3,291 流 動 負 債 3,041

現 金 及 び 預 金 67 買 掛 金 174

受 取 手 形 18 短 期 借 入 金 1,640

売 掛 金 401 １年内返済予定の長期借入金 540

商 品 及 び 製 品 826 リ ー ス 債 務 0

仕 掛 品 132 未 払 金 21

原材料及び貯蔵品 921 未 払 法 人 税 等 242

前 払 費 用 17 未 払 消 費 税 等 75

繰 延 税 金 資 産 54 未 払 費 用 269

関係会社短期貸付金 868 預 り 金 12

そ の 他 6 賞 与 引 当 金 54

貸 倒 引 当 金 △24 設備関係未払金 9

  そ の 他 1

固 定 資 産 8,305 固 定 負 債 2,123

有 形 固 定 資 産 5,307 長 期 借 入 金 1,690

建 物 2,330 リ ー ス 債 務 0

構 築 物 7 退職給付引当金 321

機 械 及 び 装 置 115 役員退職慰労引当金 57

車 両 運 搬 具 1 資 産 除 去 債 務 15

工具、器具及び備品 34 そ の 他 37

土 地 2,742 負 債 合 計 5,164

山 林 75 純 資 産 の 部 

無 形 固 定 資 産 6 株 主 資 本 6,430

ソ フ ト ウ ェ ア 5 資 本 金 2,904

そ の 他 1 利 益 剰 余 金 3,529

投資その他の資産 2,990 利 益 準 備 金 18

投 資 有 価 証 券 196 その他利益剰余金 3,511

関 係 会 社 株 式 670 繰越利益剰余金 3,511

出 資 金 0 自 己 株 式 △3

長 期 貸 付 金 22 評価・換算差額等 1

関係会社長期貸付金 1,926 その他有価証券評価差額金 1

繰 延 税 金 資 産 147 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △0

差 入 保 証 金 2  

そ の 他 30  

貸 倒 引 当 金 △5  

 純 資 産 合 計 6,431

資 産 合 計 11,596 負債純資産合計 11,596
 
 (注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 

(平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで) (単位：百万円)

 
科      目 金      額 

売 上 高  12,197 

売 上 原 価  9,286 

売 上 総 利 益  2,910 

販売費及び一般管理費  1,775 

営 業 利 益  1,135 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 47  

受 取 配 当 金 6  

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 10  

そ の 他 9 74 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 31  

そ の 他 1 32 

経 常 利 益  1,177 

特 別 損 失   

ゴルフ会員権評価損  10 

税 引 前 当 期 純 利 益  1,166 

法人税、住民税及び事業税 464  

法 人 税 等 調 整 額 26 490 

当 期 純 利 益  675 
 
 (注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 

(平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで) (単位：百万円)

 
項     目 残高及び変動事由 金   額

株主資本   

資本金 当期首残高  2,904

 当期末残高  2,904

利益剰余金   

 利益準備金 当期首残高  12

  当期変動額 利益準備金の積立 6

 当期末残高  18

 その他利益剰余金   

   繰越利益剰余金 当期首残高  2,896

 当期変動額 利益準備金の積立 △6

  剰余金の配当 △54

  当期純利益 675

 当期末残高  3,511

自己株式 当期首残高  △2

 当期変動額 自己株式の取得 △0

 当期末残高  △3

株主資本合計 当期首残高  5,809

 当期変動額  620

 当期末残高  6,430

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 当期首残高  1

 当期変動額 （純額） △0

 当期末残高  1

繰延ヘッジ損益 当期首残高  8

 当期変動額 （純額） △8

 当期末残高  △0

評価・換算差額等合計 当期首残高  10

 当期変動額 （純額） △8

 当期末残高  1

純資産合計 当期首残高  5,819

 当期変動額  612

 当期末残高  6,431

  
 (注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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個別注記表 
重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

a 満期保有目的の債券 償却原価法 (定額法 ) 

b 子会社株式及び関連会社株式 総平均法による原価法 

c その他有価証券  

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資産直入法により処

理し、売却原価は総平均法により算定) 

時価のないもの 総平均法による原価法 

 (2) たな卸資産 

商品、製品、原材料、仕掛品 総平均法による原価法 

(貸借対照表価額は収益性の低下による簿

価切下げの方法により算定) 

2. 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

建物、構築物、機械及び装置・・・・・定額法 

車両運搬具、工具器具及び備品・・・・定率法 

    なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

  建物及び構築物 ７～50年 

  機械及び装置 10年 

 (2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間 

(５年）に基づく定額法を採用しております。 

(3) リース資産 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始

日が平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっております。 

3. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金  

 売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金  

 従業員に支給する賞与の支出に充当するため、支給見込額に基づき当事

業年度に負担すべき額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金  

     従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

 会計基準変更時差異（527百万円）については、15年による均等額を費

用処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法により翌事業年度から費用処理することと

しております。 
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(4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期

末要支給額を計上しております。 

4. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。 

5. ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処

理の要件を満たしている場合には振当処理を採用しております。 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のと

おりであります。 

・ヘッジ手段 為替予約 

・ヘッジ対象 買掛金 

 (3) ヘッジ方針 

 為替予約取引は、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクをヘッジする

ことを目的としております。なお、投機目的の取引は行わない方針であり

ます。 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約は、為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、米貨建に

よる同一金額で同一期日の為替予約をそれぞれ振当てているため、その後

の為替相場の変動による相関関係は完全に確保されているので有効性の評

価を省略しております。 

6. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。 

 

追加情報 

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、｢会

計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号 平成21年12

月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 
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貸借対照表に関する注記 

1. 担保資産及び担保付債務 

 イ 担保差入資産 

(1) 建    物 152百万円

(2) 土 地 905百万円

(3) 投資有価証券 10百万円

    計 1,068百万円

 ロ 担保設定の原因となる債務等 

(1) 短期借入金 200百万円

(2) 宅地建物取引業法に基づく営業保証金 10百万円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 2,039百万円

3. 保証債務 

 債務保証 

下記の会社等の銀行借入等について債務保証を行っております。 

(一般）不動産分譲提携ローン 1百万円

(関係会社）借入保証 

太平洋製糖㈱ 685百万円

4. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

関係会社に対する短期金銭債権 1,099百万円

関係会社に対する長期金銭債権 1,926百万円

関係会社に対する短期金銭債務 274百万円

関係会社に対する長期金銭債務 37百万円

 

5. 期末日満期手形 

事業年度末日の満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済

処理しております。 

なお、当事業年度の末日は金融機関の休日であったため、次の満期手形が

当事業年度末日の残高に含まれております。 

 受取手形 9百万円

 

損益計算書に関する注記 

 関係会社との取引高 

売 上 高  11,348百万円

仕 入 高  6,549百万円

営業取引以外の取引高 収  益 50百万円

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 

株式の種類 
当事業年度期首

(株) 
増  加

(株) 
減  少

(株) 
当事業年度末

(株) 

普通株式 22,501 858 ― 23,359

合計 22,501 858 ― 23,359

(注)  普通株式の自己株式の株式数の増加858株は、単元未満株式の買取によ 

るものであります。 
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税効果会計に関する注記 

 繰延税金資産の発生の主な原因は、減価償却費、減損損失、退職給付引当金で

あり、繰延税金負債の発生の主な原因は、資産除去債務に対応する除去費用の計

上によります。 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 流動の部 固定の部 

(繰延税金資産) 

減価償却費 ―百万円 102百万円

減損損失 ―百万円 174百万円

貸倒引当金 8百万円 1百万円

賞与引当金 20百万円 ―百万円

未払事業税 17百万円 ―百万円

退職給付引当金 ―百万円 114百万円

その他 8百万円 60百万円

繰延税金資産小計 56百万円 453百万円

評価性引当額 △1百万円 △303百万円

繰延税金資産合計 54百万円 149百万円

(繰延税金負債) 

資産除去債務に対応する除去費用 ―百万円 △1百万円

その他有価証券評価差額金 ―百万円 △0百万円

繰延税金負債合計 ―百万円 △2百万円

繰延税金資産（負債）の純額 54百万円 147百万円

(注) 繰延税金資産の算定に当たり、将来の合理的な見積可能期間の課税所得

の見積額を超える部分及びスケジューリング不能な将来減算一時差異に

ついては、評価性引当額として繰延税金資産より控除しております。 
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関連当事者との取引に関する注記 

1. 親会社及び法人主要株主等 

(単位：百万円) 

種 類 
会社等 
の名称 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

その他の 
関係会社 

丸紅 
株式会社 

被所有 
直接 
39.3％

精製糖販
売並びに
主要な原
材料の購
入先 
 
役員の受入

当社製品
の販売
(注)1

10,919 売掛金 160

原材料
の購入
(注)2

4,858 買掛金 120

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 
 (注) 1. 当社製品の販売について、価格その他の取引条件は、製品の市場価格

並びに市場実勢を参酌して、決定しております。 
2. 原材料の購入については、その主たる原料糖は、海外粗糖市況を参酌

して、随時決定しております。 
3. 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を

含めております。 
 

2. 子会社及び関連会社等 

(単位：百万円) 

種 類 
会社等 
の名称 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

関連会社 
太平洋製糖 
株式会社 

所有 
直接 
33.3％

精製糖の
委託加工
 
役員の兼任

精製糖の
委託加工等
(注)1

1,355 未払費用 116

設備資金等
の貸付
(注)2

990

関係会社
短期貸付金

868

関係会社
長期貸付金

1,926

債務保証 685 ― ― 

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 
(注) 1. 精製糖の委託加工費は、精製糖受委託加工契約書に基づいて決定して

おります。 
2. 設備資金等の貸付については、貸付利率を金融市場・金利実勢に基づ

いて、決定しております。 
3. 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を

含めております。 
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１株当たり情報に関する注記 
 １株当たり純資産額 117.94円
 １株当たり当期純利益 12.39円

(注) 1. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

2. 算定上の基礎 

（1）１株当たり純資産額 
 純資産の部の合計額 6,431百万円

 普通株式に係る純資産額 6,431百万円
 １株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数 

 54,536,641株

（2）１株当たり当期純利益 
 当期純利益 675百万円

 普通株主に帰属しない金額 該当事項はありません

 普通株式に係る当期純利益 675百万円

 普通株式の期中平均株式数 54,537,153株
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会計監査人監査報告書 謄本 
 

 
独立監査人の監査報告書 

 
平成24年５月７日 

 
 東洋精糖株式会社 
  取締役会 御中 
 

有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 三 浦 洋 輔 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 高 津 知 之 ㊞

 
 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、東洋精糖株
式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第88期事業年度の計
算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。 
 
計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することに
ある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場
から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監
査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し
て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書
に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査
計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監
査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断
により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の
有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経
営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附
属明細書の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した
と判断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一
般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ
の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。 

以 上 
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監査役会監査報告書 謄本 
 

 
監 査 報 告 書 

 
 当監査役会は、平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第88期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

 
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実
施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。 

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査規則に準拠し、監査の方針、
職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門、その他の使用人等と意思疎
通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会
その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧
し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしまし
た。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款
に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保
するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に
定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備
されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等から
その構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明
を求め、意見を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役及
び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事
業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報
告及びその附属明細書について検討いたしました。 

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し
ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人から職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か
ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(会社計算
規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」(平成17
年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必
要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る
計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたし
ました。 

 
2. 監査の結果 
 (1) 事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況
を正しく示しているものと認めます。 

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違
反する重大な事実は認められません。 

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め
ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び
取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。 

 (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。 
 (3) 連結計算書類の監査結果 

会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。 

 
   平成24年５月９日 

 東洋精糖株式会社 監査役会 
常勤監査役(社外監査役)  金 子 武 美 ㊞
社外監査役        勝 山 信 一 ㊞
社外監査役        芝 尾   晃 ㊞
社外監査役        戸井川 岩 夫 ㊞

 
以 上 
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株主総会参考書類 
 

議案及び参考事項 
 

 第１号議案 定款一部変更の件 

１. 提案の理由 
   提案の理由は、次のとおりであります。 
(1)当社事業の現状に即し、事業内容の明確化

を図るため、現行定款第２条の事業目的に

つきまして変更するものであります。 

(2)附則第１条及び第２条は、既に不要となっ

ておりますので、削除するものであります。 

２. 変更の内容 

変更の内容は次のとおり（39頁から41頁ま

で）であります。 

 

 (下線は変更部分を示します｡) 

現  行  定  款 変   更   案 

第１章 総  則 第１章 総  則 

第１条（商 号） 

   （条文省略） 

 

第２条（目 的） 

当会社は次の事業を営むこと

を目的とする。 

(1)砂糖の製造、加工及び販売並

びに製糖副産物の加工及び販

売 

(2)食料品の製造、加工及び販売

(3)物品の保管及び運輸 

(4)不動産の売買、仲介、斡旋、

建築、管理及び賃貸並びに倉

庫業 

(5)観光、娯楽、教育、スポーツ

施設及びホテル、飲食業の経

営 

(6)飲食物、煙草、スポーツ用

品、レジャー用品、日用雑貨

類、衣料、楽器、音響機器、

美術工芸品、出版物の販売並

びに酒類、医薬品、医薬部外

品、化粧品、飲料品、食品添

加物、砂糖以外の糖類、飼

料、肥料の製造及び販売 

第１条（商 号） 

   （現行どおり） 

 

第２条（目 的） 

当会社は次の事業を営むこと

を目的とする。 

(1)砂糖の製造、加工及び販売並

びに製糖副産物の加工及び販

売 

(2)食料品の製造、加工及び販売

(3)物品の保管及び運輸 

(4)不動産の売買、仲介、斡旋、

建築、管理及び賃貸並びに倉

庫業 

(5)観光、娯楽、教育、スポーツ

施設及びホテル、飲食業の経

営 

(6)飲食物、煙草、スポーツ用

品、レジャー用品、日用雑貨

類、衣料、楽器、音響機器、

美術工芸品、出版物の販売、

並びに酒類、医薬品、医薬部

外品、化粧品、飲料品、食品

添加物、砂糖以外の糖類、飼

料、肥料、及びこれらの原料

の製造及び販売 
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現  行  定  款 変   更   案 

(7)情報の処理・提供・通信、そ

の他情報サービス業及びソフ

トウェアの設計・製作及び販

売 

(8)駐車場、自動車修理工場、ガ

ソリンスタンド及び洗車場の

経営並びに自動車、部品、用

品の販売 

(9)農林業並びに農林生産物の加

工及び販売 

(10)生命保険募集に関する業務及

び損害保険に関する各種代理

業務 

(11)前各号に附帯関連する一切の

事業 

前項の目的を遂行するため他

と共同してこれを営み又は他

に出資し若しくは他会社の発

起人となることができる。 

  

第３条～第50条 

          （条文省略） 

 

  

 

附則 

第１条 当会社の株券喪失登録簿の

作成及び備置き、その他の

株券喪失登録簿に関する事

務は、これを株主名簿管理

人に委託し、当会社におい

ては取扱わない｡ 

第２条 前条及び本条は、平成22年

１月６日をもって削るもの

とする｡      

 

(昭和２４年１１月２９日制定)

(昭和４９年１２月２７日改正)

(昭和５０年１２月２４日改正)

(昭和５２年１２月２７日改正)

(昭和５６年１２月２５日改正)

(昭和５８年１２月２２日改正)

(昭和６３年１２月１６日改正)

(平成 ３年 ６月２７日改正)

(平成 ６年 ６月２９日改正)

(平成１０年 ６月２６日改正)

(平成１３年１０月 １日改正)

(7)情報の処理・提供・通信、そ

の他情報サービス並びにソフ

トウェアの設計・製作及び販

売 

(8)駐車場、自動車修理工場、ガ

ソリンスタンド及び洗車場の

経営並びに自動車、自動車部

品及び用品の販売 

(9)農林業並びに農林生産物の加

工及び販売 

(10)生命保険募集に関する業務及

び損害保険に関する各種代理

業務 

(11)前各号に附帯関連する一切の

事業 

２．前項の目的を遂行するため他

と共同してこれを営み又は他

に出資し若しくは他会社の発

起人となることができる。 

  

第３条～第50条 

          （現行どおり） 

 

  

 

(削 除) 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(昭和２４年１１月２９日制定)

(昭和４９年１２月２７日改正)

(昭和５０年１２月２４日改正)

(昭和５２年１２月２７日改正)

(昭和５６年１２月２５日改正)

(昭和５８年１２月２２日改正)

(昭和６３年１２月１６日改正)

(平成 ３年 ６月２７日改正)

(平成 ６年 ６月２９日改正)

(平成１０年 ６月２６日改正)

(平成１３年１０月 １日改正)
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現  行  定  款 変   更   案 

(平成１４年 ６月２７日改正)

(平成１５年 ６月２６日改正)

(平成１８年 ６月２３日改正)

(平成２１年 ６月１９日改正)

(平成１４年 ６月２７日改正)

(平成１５年 ６月２６日改正)

(平成１８年 ６月２３日改正)

(平成２１年 ６月１９日改正)

(平成２４年 ６月２１日改正)
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第２号議案 取締役７名選任の件 
 取締役全員（７名）は本株主総会終結の時をも
って任期満了となります。つきましては、取締役
７名の選任をお願いいたしたいと存じます。 
 取締役候補者は、次のとおり（42頁から45頁ま
で）であります。 

 

番
号

氏  名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当 
及び重要な兼職の状況 

所有する当
社の株式数

1 

さ さ き      たけし

佐々木   剛
(昭和29年 

９月16日生)

昭和52年４月 丸紅株式会社入社 
平成13年６月 当社監査役 
平成14年４月 丸紅株式会社食糧砂糖

部長 
平成14年６月 当社取締役 
平成15年６月 当社監査役 
平成16年５月 株式会社マルエツ取締

役 
平成16年６月 当社監査役退任 
平成18年３月 丸紅食料株式会社専務

取締役 
平成20年４月 当社顧問 
平成20年６月 当社代表取締役社長 
       現在に至る 
(重要な兼職の状況) 
太平洋製糖株式会社取締役 

63,000株

２ 

しも い だ      たかし

下井田   隆
(昭和27年 

１月14日生)

昭和50年４月 丸紅株式会社入社 
平成15年４月 当社砂糖部長 
平成15年６月 当社取締役砂糖部長 
平成16年４月 当社常務取締役砂糖部

長 
平成16年10月 当社常務取締役砂糖事

業部長兼砂糖部長兼機
能食品素材事業部長代
行 

平成19年１月 当社常務取締役砂糖事
業部長兼不動産賃貸事
業部長兼砂糖部長 

平成19年４月 当社常務取締役砂糖事
業部長 

平成20年６月 当社専務取締役砂糖事
業部長 

平成22年４月 当社専務取締役営業本
部長 

平成24年４月 当社専務取締役営業本
部長 研究開発部管掌
現在に至る 

 (重要な兼職の状況) 
トーハン株式会社取締役 
ヨートーハウジング株式会社取締役
太平洋製糖株式会社取締役 
関東砂糖株式会社取締役 

30,000株
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番
号 

氏  名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当 
及び重要な兼職の状況 

所有する当
社の株式数

３ 

あお  やま  まさ  あき

青 山 正 明
(昭和27年 

５月26日生)

昭和50年４月 当社入社 

平成16年４月 当社経営企画室長兼管

理部長 

平成16年６月 当社取締役経営企画室

長兼管理部長 

平成19年６月 当社取締役経営企画室

長兼総務部長 

平成22年４月 当社取締役管理副本部

長 経営企画室長兼総

務部長 

平成23年４月 当社取締役管理本部長 

経営企画室長兼総務部

長 

平成23年６月 当社常務取締役管理本

部長 経営企画室長兼

総務部長 

平成24年４月 当社常務取締役管理本

部長 総務部長 

現在に至る 

 (重要な兼職の状況) 

ヨートーハウジング株式会社代表取
締役 
トーハン株式会社取締役 
太平洋製糖株式会社監査役 

26,000株

４ 

よ    だ   やす    お

依 田 康 夫

(昭和27年 
４月３日生)

平成２年10月 当社入社 

平成19年４月 当社砂糖事業部砂糖部

長 

平成20年６月 当社取締役砂糖事業部

長補佐兼砂糖部長 

平成22年４月 当社取締役営業副本部

長 砂糖部長 

平成23年４月 当社取締役営業副本部

長 営業部長 

平成24年４月  当社取締役営業本部長

補佐 

       現在に至る 

 (重要な兼職の状況) 

トーハン株式会社代表取締役 

24,000株

                                                                                                             



〆≠●0 
03_0520001102406.doc 
東洋精糖㈱様 招集 2012/5/10 5:23:00 PM印刷 6/9 
 

― 44 ― 

番
号 

氏  名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当 
及び重要な兼職の状況 

所有する当
社の株式数

５ 

いい    だ   よし   ひさ

飯 田 純 久

(昭和32年 
３月21日生)

昭和56年４月 当社入社 

平成16年10月 当社機能食品素材事業

部研究開発室長 

平成20年４月 当社機能食品素材事業

部研究開発室長兼品質

保証管理室長 

平成22年４月 当社生産開発本部研究

開発室長兼品質保証管

理室長 

平成23年４月  当社生産開発本部長 

            研究開発部長兼品質保

証管理室長 

平成23年６月  当社取締役生産開発本

部長 研究開発部長兼

品質保証管理室長 

平成24年４月  当社取締役生産本部長

研究開発部管掌 

       現在に至る 

9,000株

６ 

あき  やま  とし  ひろ

秋 山 利 裕

(昭和34年 
４月29日生)

昭和61年４月 山三興業株式会社(現

山三株式会社)入社 

平成６年２月 同社代表取締役社長 

       現在に至る 

平成11年６月 当社取締役 

       現在に至る 

 (重要な兼職の状況) 

山三株式会社代表取締役 

山三交通株式会社代表取締役 

18,000株

７ 

※ 
 
くま   だ   ひで  のぶ

熊 田 秀 伸

(昭和33年 
11月21日生)

昭和57年４月 丸紅株式会社入社 
平成15年４月 同社食品流通部部長代

理 
平成23年４月 株式会社ナックスナカ

ムラ代表取締役社長 
平成24年４月 丸紅株式会社食品部門

長代行 
       現在に至る 

 ― 株

  
 (注) 1.  各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 

2. ※印は、新任取締役候補者であります。 
3. 秋山利裕及び熊田秀伸の両氏は社外取締役候補者であります。 
4. 秋山利裕氏につきましては、東京証券取引所に対し、同取引所

の定める独立役員として届け出ております。 
5. 熊田秀伸氏は現在及び過去５年間において、当社の特定関係事

業者である丸紅株式会社の使用人であり、その地位及び担当に
関する事項は「略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況」に記
載のとおりであります。 

6. 社外取締役候補者とする理由 
   秋山利裕氏は、他の企業における代表としての豊富な経験を

もとにした大所高所からの助言など社外取締役として当社経営
に資するところが大きいと判断し、候補者といたしました。 
 熊田秀伸氏は、当社主要事業に係る業界及び業務に精通して
おり、豊富な情報のもと、より客観的な立場に立った助言など
社外取締役として当社経営に資するところが大きいと判断し、
候補者といたしました。 
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7. 社外取締役との責任限定契約について 
 当社では社外取締役が期待される役割を十分に発揮できるよ
う、定款第30条第２項において、社外取締役との間に会社に対
する損害賠償責任を法令の範囲内で限定する契約を締結できる
旨を定めております。これにより、秋山利裕氏とは当社との間
で、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として、
損害賠償責任を負う契約を締結しております。また、熊田秀伸
氏についても、当社との間で、会社法第425条第１項に定める最
低責任限度額を限度として、損害賠償責任を負う契約を締結す
る予定であります。 

8. 社外取締役の在任期間について 
 秋山利裕氏は平成11年６月より13年間であります。 
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第３号議案 監査役１名選任の件 

        本株主総会終結の時をもって監査役勝山信一

氏は辞任されます。つきましては、監査役１名

の選任をお願いいたしたいと存じます。 

        なお、本議案の提出につきましては、監査役

会の同意を得ております。 

        監査役候補者は、次のとおりであります。 

氏  名 
(生年月日) 

略歴、地位及び重要な兼職の状況 
所有する当
社の株式数

※ 
 
いり の とし ひこ 

入 野 敏 彦 

(昭和32年 
  ２月16日生) 

昭和56年４月  丸紅株式会社入社 
平成19年４月 同社経理部副部長 
平成20年４月 同社営業経理第三部 

副部長 
平成22年１月  同社監査部副部長 
平成23年４月  同社営業経理第三部長
平成24年４月 同社営業経理部長 
       現在に至る 

 ― 株

 
 (注) 1.  候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。  

2. ※印は、新任監査役候補者であります。 
3.  入野敏彦氏は社外監査役候補者であります。 
4. 入野敏彦氏は現在及び過去５年間において、当社の特定関係事

業者である丸紅株式会社の使用人であり、その地位に関する事
項は「略歴、地位及び重要な兼職の状況」に記載のとおりであ
ります。 

    5. 社外監査役候補者とする理由 
入野敏彦氏は、企業会計に精通し、豊富な知識と経験により、

監査全般に対し公正かつ適正な監査を行えると判断し、候補者
といたしました。 

    6. 社外監査役との責任限定契約について 
       当社では社外監査役が期待される役割を十分に発揮できるよ

う、定款第42条第２項において、社外監査役との間に会社に対
する損害賠償責任を法令の範囲内で限定する契約を締結できる
旨を定めております。これにより、入野敏彦氏とは当社との間
で、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として、
損害賠償責任を負う契約を締結する予定であります。 

 

以 上 

 



〆≠●0 
03_0520001102406.doc 
東洋精糖㈱様 招集 2012/5/10 5:23:00 PM印刷 9/9 
 

― 47 ― 

MEMO 
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定時株主総会会場ご案内 

 

会 場 鉄 鋼 会 館 

     (８階 801会議室) 
 

〒103-0025 東京都中央区日本橋茅場町三丁目２番10号 
      TEL(03)3669-4855 

 

 

 

お願い ( 会場には駐車場がございませんので、車でのご来場は
ご遠慮くださいますようお願い申しあげます。 ）

 


